






スタンド・オフ防衛能力

統合防空ミサイル防衛能力

無人アセット防衛能力

約5兆円

約3兆円

約1兆円

約4. 1兆円

約 2. 3兆円

約0.  6兆円

約0. 9兆円

約0. 7兆円

約0. 4兆円

宇宙 約1兆円 約 0.  8兆円

サイバー 約1兆円 約0. 9兆円

車両・艦船·航空機等 約6兆円 約4. 2兆円 約 1. 8兆円

機動展開能カ・国民保護 約2兆円 約 1. 6兆円 約0. 4兆円

指揮統制・情報関連機能

弾薬・誘導弾

約1兆円

約2兆円

約 0.  7兆円

約1. 4兆円

約 0.  3兆円

※

装備品等の維持整備・可動確保 約9兆円 約 8. 5兆円

施設の強靭化

防衛生産基盤の強化

研究開発

基地対策

約4兆円

約0. 4兆円

約1兆円

約 2. 6兆円

約 3. 9兆円

約 0.  4兆円

約 1. 2兆円

資料作成無し

教育訓練費・燃料費等 約4兆円 資料作成無し

計４３兆円 計３０兆円 未公開分
約１２．９兆円

資料３-1
防衛整備計画計43兆円の内、当初内訳が示された主な事業の合計額



「防衛力整備計画について」の3ページ目の表の各区分の詳細な内訳如何。

1.「防衛力整備計画について」の3ページの表のスタンド・オフ防衛能
力等の各区分の詳細は、以下のとおりです。

(1)スタ ンド・ オフ防衛能力
・ 1 2式地対艦誘導弾 (SSM)能力向上型の量産
（地発：0. 7兆 円 艦 発 ： 0 . 2兆 円 空 発 ： 0 . 0 9兆 円 ）

・島嶼防衛用高速滑空弾の量産 (0. 2兆円）

・極超音速誘導弾の開発 (0.2兆円）と量産 (0.4兆円）

・高速滑空弾（能力向上型）の開発 (0.3兆 円 ） と 量 産 (0.1兆円）
・火薬庫の整備 (0.2兆円）
・ターゲティングのための戦術無人機 (0.01兆円）や目標観測弾

(0.02兆円）の整備

・トマホーク (0.2兆円）

・ JSM(F-3 5 A搭 載 ） 、 JASSM(F-15能力向上機搭載）の取得

(0.1兆円）

・各種スタンド・オフ・ミサイルの訓練弾等の取得 (0.6兆円）

・衛星地上局の維持・強化及び整備 (0.2兆円）

・プラットフォーム（地上発射機、航空機、艦艇等）の改修・整備
(0.5兆円）

・試験施設（極超音速燃焼風洞等）の新設 (0.1兆円）
・情報収集・分析機能等の強化（0.3兆円）

・能力向上等に向けた研究開発 (0.6兆円）

(2)統合防空ミサイル防衛能力
・中距離地対空誘導弾03式中SAM（改）（0.2兆円）
・イージスシステム搭載艦 (0.4兆円）及び関連経費（港湾施設等）
(0.13兆円）

・ SM-3B I ock Ⅱ Aミ サ イ ル (0.2兆 円 ）
・ SM-6 (0.1兆円）
・ PAC-3MSE (0.2兆円）
・ペトリオットシステムの改修等(0. 2兆円）
・早期警戒機E-2D (0. 2兆円）
・ H G V対 処 用 誘 導 弾 シ ス テ ム の 開 発 (0. 2兆円）
・中 SAM（改）能力向上型の開発 (0.09兆円）
・ J A D G E関 連 事 業 ( 0 . 3兆 円 ）
・FPS- 5 / F P S - 7 (0. 02兆円）
・ M I M O (0.05兆円）
・迎撃アセットの強化 (0.2兆円）
・センサ・ネットワークの強化等 (0.4兆円）
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(3)無 人 ア セ ッ ト 防 衛 能 力
・攻撃用UAV（小型攻撃型を含む。）（0.1兆円）
・多用途UAV (0.08兆円）
・滞空型UAV (0.2兆円）

・戦術無人機 (0.01兆円）

・次期戦闘機と連携する無人機の開発 (0.2兆円）
・ISRT機能等の強化に向けた偵察UGVの整備等(0.1兆円）
・ USV.UUVの整備(0.08兆円）

・無人アセットに関する研究開発(0.2兆円）

(4)領域横断作戦能力（宇宙）
・SDA衛星体制の強化（約0.1兆円）

・次期防衛通信衛星の整備（約0.2兆円）

・PATSの実証（約0.02兆円）
・宇宙作戦指揮統制システムの整備（約 0.05兆円）

・静止光学衛星の整備（約 0.06兆円）

・宇宙領域を活用した情報収集能力強化のための技術実証・研究
（約 0.07兆円）

・測位衛星の抗たん性強化の取組（約0.08兆円）

・衛星通信のインフラ整備等（約0.22兆円）

(5)領域横断作戦能力（サイバー）
・全システムに対する常時継続的なリスク評価・セキュリティ対策

(0.2兆円）
・クラウド基盤の整備 (0.4兆円）
・サイバー防護機材の機能強化 (0.3兆円）

・サイバー要員の育成・研究基盤の強化 (0.03兆円）

(6)領域横断作戦能力（陸海空領域）
・次期装輪装甲車（約 0.2兆円）
・ 16式機動戦闘車等（約0.2兆円）
・護衛艦FFM（約0.8兆円）
・哨戒機 P-1（約 0.6兆円）
・潜水艦（約 0.4兆円）
・哨戒ヘリSH-60L（約0.4兆円）
・補給艦（約 0.2兆円）

・哨戒艦（約 0.1兆円）
・ F-35A（約0.4兆円）
・ F-35B（約0.4兆円）
・ F-15能力向上（約 0.3兆円）
・ UH-60J（約 0.09兆円）
・ F-2能力向上（約 0.06兆円）

・スタンド・オフ電子戦機（約 0.02兆円）



・車両回収車等 (0.2兆円）
・艦齢延伸、能力向上、器材調達等の艦船関連事業 (0.8兆円）
・練 習 機 等 (0.3兆円）
・需品・化学・衛生器材等(0.6兆円）

(7)機動展開能カ・国民保護
・輸送船舶 (0.06兆円）
・補給支処新設 (0.03兆円）
・輸送機C-2 ( 0.2兆円）
・空中給油・輸送機 (0.4兆円）
・民間海上輸送力活用事業 (PFI船舶）（0.1兆円）
・輸送ヘリCH-47（約0.5兆円）
・多用途ヘリUH-2（約0.2兆円）
・大型フォークリフト等 (0.08兆円）

・輸送・補給基盤の整備 (0.3兆円）

(8)指揮統制・情報関連機能
・広帯域多目的無線機 (0.1兆円）
・将来指揮統制システム (0.03兆円）
・戦術データリンク (Link - 16、22) (0.07兆円）
・海自指揮統制共通基盤システムMSI I（クローズ系）関連
(0.03兆円）

・電子情報収集機RC-2 ( 0. 1兆円）

・次期電子情報収集機の開発 (0.09兆円）
・画像解析用データの取得 (0.2兆円）
・画像分析等における AI機能の活用 (0.03兆円）
・情報収集・分析等機能の強化 (0.4兆円）

・認知領域を含む情報戦等への対応 (0.03兆円）

(9)持続性・強靭性（弾薬・誘導弾）
・中距離地対空誘導弾03式中SAM（改）（再掲）
・ SM-3B I ock II Aミサイル（再掲）
・ SM-6 (0. 1兆円）
・ SM-2 (0. 08兆円）
・ 訓練 弾 等 (0. 8兆円）

・火薬庫等の改 修 ·建替 (0. 05兆円）

・ 18式魚雷（静粛型）、12式魚雷(0. 1兆円）
・ PAC-3MSEミサイル（再掲）

・空対空ミサイルAIM-120 ( 0 . 1 兆円）

・空対空ミサイルAAM-4B (0.06兆円）

・行動弾 (0.23兆円）

・艦対空誘導弾ｼｰｽﾊﾟﾛｰﾐｻｲﾙ RIM-162ﾌﾞﾛｯｸⅡ（0.1兆円）



(10)持続性・強靭性（装備品の維持整備・可動確保）
・装備品等の維持整備費

陸上自衛隊
海上自衛隊
航空自衛隊

1. 5兆円

3. 8兆円

3. 2兆円

(11)持続性・強靭性（施設の強靭化）
・司令部地下化等 (0. 2兆円）

・ 火 薬 庫 (0. 2兆円）
・防護性能の付与、耐震性能の付与 (1. 7兆円）

・災害対策 (0.4兆円）
・部隊新編・新規装備品導入に係る施設整備等 (1. 4兆円）

(12)防衛産業基盤の強化

① カ強く持続可能な防衛産業の構築
・防衛生産基盤強化に関する財政上の措置（契約上の措置）ー

サイバーセキュリティ強化 (0.09兆円）

ー事業承継 (0.05兆円）
ー製造工程効率化 (0.05兆円）

ーサプライチェーンリスク対応(0.01兆円）

ー防衛特有の従来技術の維持向上(0.01兆円）

・装備移転の仕様調整に係る補助 (0.2兆円）
・企業努力や契約の履行リスクを利益率に反映する仕組みを新たに構築

② 防衛産業を取り巻く様々なリスクヘの対処】
・防衛セキュリティゲートウェイの整備
③ 防衛産業の販路の拡大等】
・装備移転の実現可能性調査
・東南アジア諸国との防衛技術協力

・ FMS調達の合理化等に向けた取組

(13 )研 究 開 発
① スタンド・オフ防衛能カ ・

・1 2式地対艦誘導弾能力向上型（地発型・艦発型・空発型）の開発
(0.06兆円）【再掲】

・島嶼防衛用新対艦誘導弾 (0.06兆円）
・高速滑空弾 (0. 33兆円）【再掲】
・極超音速誘導弾の研究 (0. 24兆円）【再掲】
② HGV等対処能力 ，

・H G V対 処 用 誘 導 弾 シ ス テ ム (0. 22兆円）【再掲】
・中SAM（改）能力向上 (0.09兆円）【再掲】

③ ドローン・スウォーム攻撃等対処能力
・高出カレーザーや高出カマイクロ波 (HPM)に関する研究



④ 無人アセット

⑥ 次期戦闘機に関する取組
・次期戦闘機(0. 77兆円）

・次期戦闘機と連携する無人機の開発
⑦ 先端技術動向について調査・分析等を行う研究

機関の活用または創設

(14 )基 地 対 策
・基地周辺対策経費 (0.7兆円）
・同盟強靱化予算（在日米軍駐留経費負担）（1.1兆円）
・施設の借料、補償経費等(0.8兆円）
・独法運営関係等(0.01兆円）

(15)教育訓練費、燃料費等
・燃料関連経費(0. 7兆円）
・教育訓練関連経費 (0.6兆円）
・公務員宿舎関連経費(0. 2兆円）

・衛生関連経費(0.2兆円）
・被服購入関連経費（0.1兆円）
・各幕各機関の維持・運営等経費(2.3兆円）

(0. 07兆円）

■ UUV管制技術に関する研究(0.04兆円）

⑤ その他抑止力の強化
・将来レールガンの研究(0.04兆円）
・次期電子情報収集機(0. 09兆円）
・先進技術の橋渡し研究
・ゲームチェンジャーの早期実用化に資する取組(0. 08兆円）
•安全保障技術研究推進制度（ファンディング）
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